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大学経営改革の幕開け

「URAステーション」立ち上げ

第４回URAシンポジウム/第6回RA研究会合同大会
（2014.9.17~18@北海道大学）



北大URAは「大学経営マネジメント人材」

人材育成マネジメント イノベーションマネジメント 大学経営マネジメント 国際化マネジメント

総長

国際本部
産学・地域
協働推進機構

知財管理、企業との共
同研究のマネジメント
等
（COIプログラム等）

国際交流促進、外国人研
究者・留学生支援 等
（海外研究拠点誘致等）

URAステーション

本部URA
（URA職）
11名

国際ｵﾌｨｻｰ
（教員・学術専門職）

20名

産学協働ﾏﾈｰｼﾞｬ
（学術専門職 等）

20名

・全学的・部局横断的な研究
戦略企画と研究推進支援

・研究力強化とグローバル化
を中心とした大学力強化のた
めのシステム改革

部
局

部
局

部
局

部
局

部局

理事・副学長
11名経 営 マ ネ ジ メ ン ト 人 材

企業人材 大学・国際機関職員大学教員・企業人材

機能の特性ごとにマネジメント人材をURA類似職としてまず４つの運営組織に配置・展開
単に部局に配置するのではなく、運営組織において経営マネージメント能力を強化したうえで部局配置を進める

若手研究者・大学院
生・留学生・女性等の
人材育成・キャリア形
成支援システムの構築
等

人材育成本部

企業人材

特任教員
特定専門職員 等

5名

・・・



北大URAは「大学経営マネジメント人材」

大学改革を推進する総長直轄運営組織である｢大学力強化推進本部｣に
機動部隊としてURAステーションを配置

第３の職である大学経営マネジメント職のモデルとしてＵＲＡ職を設置

教員や事務職員と異なる第3の職「URA職」の創設・配置
・平成26年12月 ｢URA職｣の創設と、13名を自主財源でテニュア職として配置することを決定
・研究戦略企画及び研究推進支援業務を職務とした
・テニュア審査を経てテニュア職へ移行する制度（テニュアトラック制）を採用

URAのキャリアパス

勤務年数

給与

事務職員

教員

業績評価に連動した
URA職独自の給与体系

業
績
評
価

URA

コンサルティング会
社によるURA業
務ヒアリングを基に
策定



北大URAの人的ネットワーク

• 文部科学省
– 科学技術・学術政策局（産学連携・地域支援課，基盤政策課，人材政策課）
– 研究振興局（学術機関課，基礎研究振興課，学術研究助成課）
– 研究開発局（海洋地球課, 宇宙開発利用課）
– 高等教育局（国立大学法人支援課）
– 大臣官房（政策課）
– 科学技術・学術政策研究所

• 経済産業省
– 製造産業局（宇宙産業室）
– 産業技術環境局（産業技術政策課，大学連携推進課）
– 商務情報政策局（情報通信機器課）
– 北海道経済産業局（バイオ産業課）

• 内閣府
– 総合科学技術・イノベーション会議
– 政策統括官（科学技術政策・イノベーション担当）
– 宇宙戦略室

• 農林水産省
– 農林水産技術会議事務局（研究推進課）

• 国土交通省
– 北海道開発局（開発調整課, 港湾計画課, 空港課）

• 総務省
– 北海道総合通信局

• 国立研究開発法人（NEDO, AMED, 理研, JAXA, NIES, JST, JAMSTEC etc.）

• 学外（研究者, URA, 財団, 各種企業, 金融, 自治体等）



北大URAの主な外部資金獲得実績（平成２４年度〜２８年度）

H26年度

JST 日本・アジア青少年サイエンス交流事業（さくらサイエンスプラン）

JST グローバルサイエンスキャンパス

JSPS スーパーグローバル大学構想

JST 革新的イノベーション創出プログラム (COI STREAM) 本拠点に昇格

文部科学省 概算要求 (特別経費) 次世代省エネを指向した強発光性の希土類錯体ポリマー開発

JSPS 世界展開力強化事業

JST ベルモントフォーラム

経産省 医工連携事業化推進事業

H24年度 文部科学省「地域資源等を活用した産学連携による国際科学イノベーション拠点整備事業」

H25年度

科学技術振興機構 (JST) 革新的イノベーション創出プログラム (COI STREAM) 条件付採択 (COI-T)

文部科学省大学 シーズ・ニーズ創出強化支援事業 (イノベーション対話促進プログラム)

JST 研究成果最適転換支援プログラム (A-STEP) 1件

文部科学省 研究大学強化促進事業

日本学術振興会 (JSPS) 頭脳循環を活性化する若手研究者海外派遣プログラム 1件

H27年度

JST 日本・アジア青少年サイエンス交流事業（さくらサイエンスプラン）

文部科学省 概算要求 (特別経費) グローバルファシリティセンター

文部科学省 概算要求 (特別経費) 北極域研究共同推進拠点

文科省 テニュアトラック普及・定着事業（先進的取組活用促進プログラム）

JSPS 頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワーク推進プログラム

文科省 北極域研究推進プロジェクト

H28年度

文部科学省 先端研究基盤共用促進事業（共用プラットフォーム形成支援プログラム）
原子・分子の顕微イメージングプラットフォーム

文部科学省 先端研究基盤共用促進事業（共用プラットフォーム形成支援プログラム） NMR共用プラットフォーム

文部科学省 先端研究基盤共用促進事業（新たな共用システム導入支援プログラム）

JSPS 頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワーク推進プログラム



大学資産を社会に還元！

「Global Facility Center」創設



北海道大学次世代研究基盤戦略

北大次世代研究基盤戦略構想を実現するため、文部科学省設備サポートセン
ター整備事業、先端研究基盤共用促進事業、人材育成コンソーシアム事業等の
政策を連携させ、統括部局(GFC)がガバナンスを発揮し、その機能を各部局共
用組織に広げ、全学システムの連携する横串制度(オープンファシリティPF)
を強化することで産学地域連携を含む、全学共用を推進する体制を整備

※北海道大学は既存の文部科学省研究基盤共用事業
に全て採択されている全国で唯一の大学

（2017年4月１日現在）



人
財

装置・設備

ハードとソフトを両輪とした
新たな機能価値の創出

小型機器を対象とした
設備市場

大型機器を対象とした
オープンファシリティシステム

技術職員の技術を共用
試作ソリューション

研究基盤構築の新たな共用促進

大学の人材・知の共用

研究設備の共用・流通は、研究者を購入設備から解き放ち、自由な発想と挑戦を加速
させる大学が組織として展開するシステム改革

本学の機器共用の進むべき姿（次世代研究基盤ビジョン）

ロールモデルとして全国の大学へ展開

第三期中期目標中期計画期間において、北大近未来戦略150に掲げた”世界の課題解決
に貢献する北海道大学”へ向けて最先端設備等のオープン化による世界トップレベルの
研究基盤共用PFの全学展開を目指す



グローバルファシリティセンターは、英知を結集する創造の場

先端機器共用促進・グローバル技術支援人材育成拠点

◆ガバナンス体制の強化

● 総長直轄組織に改組、総長補佐をセンター長へ、

URAを副センター長に配置

◆グローバル技術人材育成体制の強化

● 研修プログラムの充実、全道・全国・アジア地域へ

人材の展開・協働

◆研究者のためのイノベーション環境の構築

●異分野・異業種の研究者や技術者の交流の場として

の拠点形成

【GFCの自立的発展を支える５つの機能】
① オープンファシリティ事業：学内機器共用の促進

② 機器分析受託事業：学内共用機器を用いた受託事業の推進

③ 設備リサイクル事業「設備市場」：機器の流動化による学内リソースの有効な再配分

④ 産学連携事業「試作ソリューション」：工作機器・工作系技術職員の共有化

⑤ 国際連携推進事業：様々なデータベースの構築によりGFCの機能をグローバルに展開

GFC公認キャラクター

研助くん
“Open-facility network 

to expand human interactions.“



グローバルファシリティセンターの先駆的な取組み

◆産学地域協働（ものづくり） ◆リサイクル ◆人材育成

試作ソリューション事業

日本軽金属との協働で工作
機器の共用と技術職員の育
成

設備市場事業
中・小型機器を有償で学
内研究者間で流通

日刊工業新聞 H28 10/27

卓越研究員・人材コンソー
シアムに関連する若手研究
者の共用機器利用に優遇制
度

政策連携

北大-名古屋大学の技術職員
間での長期交流・実習制度

人材交流

◆全学共用基盤システムの改革

事業終了後においても自立的に運営できる組織体制の構築

例1) 利用料金を改定 ・・・料金体系をこれまでの２段階から４段階に設定し、ニーズに応じた
柔軟な利用料金が徴収可能に

・・・創成研究棟にGFCすべての部門を集約(総面積 1,166 m2, 装置約30台)
・・・FMIの共用機器を含め北キャンパス一帯で産学官連携支援基盤を強化

例2) GFC事業の効率化

技術職員の
「技術・ノウハウ」の共有 政策と連携した人材の育成

若手研究者の支援
研究費の効率化

科学新聞
H28 11/25

BSフジガリレオX
H28 11/25





◯◯研究院 ◯◯研究院 ◯◯◯研究所 ◯◯◯センター

◯◯研究院 ◯◯研究院





GFC構想を中心とした北大の次世代研究基盤戦略
〜新たな共用システム導入支援プログラム＋共用プラットフォーム形成支援プログラム〜

本共用事業を用いて
部局独自に発展した共用拠点とGFCの連携・
融合による全学共用機能の展開

部局ごとの機器共用体制を機能強化することにより
全学的な機器共用ネットワーク “オープンファシリ
ティプラットフォーム”として全学へ展開

◆H28年度：4申請/9提案
◆H29年度：2申請/7提案

【学内選考の実施】

ガバナンスを元に「選択と集中」を行い、
機器共用モデル拠点として本事業に申請

【平成２９年度採択】
One Healthに貢献するオープンファシリティユニット（仮称）
ナノ物質科学・バイオサイエンス顕微解析ユニット（仮称）

【平成２８年度採択】原子・分子の顕微イメージングプラットフォーム， NMRプラットフォーム
ファーマサイエンス共用ユニット（PSOU）， ソフトマター機器共用ユニット（SMOU）
先端物性共用ユニット（APPOU）， マテリアル分析・構造解析共用ユニット（MASAOU）

計８拠点採択は，全国最多


